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協定-69 地震等災害の応急対策活動の協力に関する協定書 
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協定-70 災害時等における物資輸送及び物資拠点の運営等に関する協定書 
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- 235 - 

 

様式１（第３条関係） 

                            年  月  日 

 

ヤマト運輸株式会社 三重主管支店 

主管支店長          様 

                      

                          鳥羽市長                                    

 

 

要 請 書 

 

「災害時等における物資輸送及び輸送拠点の運営等に関する協定書」第３条により、 

下記のとおり協力を要請します。 

 

記 

 

１ 要請理由 

 

 

２ 要請内容 

 

 

 

 

 

３ 要請期間 

 

 

４ 必要な人員及び資機材 

 

 

５ 担当部署、担当者名、連絡先 

 

６ その他 
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様式２（第３条関係） 

                            年  月  日 

 

 鳥羽市長 様 

                      

                     ヤマト運輸株式会社 三重主管支店 

                     主管支店長 

 

 

実績報告書 

 

 年  月  日付で要請のあった業務が終了しましたので、次のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 期 間 

    年  月  日    ～    年  月  日 

 

２ 実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

３ 従事者数、従事場所、従事日数 

 

 

 

 

 

４ 担当部署、担当者名、連絡先 
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協定-71 災害時の医療救援活動に関する協定書 
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協定-72 災害時における支援協力に関する協定書 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と生活協同組合コープみえ（以下「乙」という。）と

は、次のとおり災害時における支援協力に関する協定を締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定は、鳥羽市内で大規模な地震、風水害その他の災害（以下「大規模 

災害」という。）が発生した場合において、甲において物資の確保を図るため、そ 

の調達を行う必要が生じたときは、甲が行う物資の調達業務に対する乙の協力に関 

して、必要な事項を定めるものとする。 

（物資の供給要請等） 

第２条 大規模災害が発生した場合において、甲が物資を必要とするときは、甲は、 

乙に対して供給要請書（第１号様式）により乙の供給可能な保有商品（以下「供給 

品」という。）について搬送先を定めて要請するものとする。ただし、緊急を要す 

るときは、電話等の方法により要請し、後日速やかに供給要請書を提出するものと 

する。 

（供給の実施） 

第３条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、供給品を優先して供給するととも 

に、搬出に関し積極的に協力するものとする。この場合において、乙は供給品を出 

荷したときは、速やかに甲に対し供給確認書（第２号様式）を提出するものとす

る。 

（供給品の範囲） 

第４条 甲が乙に要請する供給品等は、乙が保有または調達可能な供給品とする。 

（運搬及び引渡し等） 

第５条 乙が出荷する供給品の搬送は、乙が行うものとする。乙が搬送できないとき 

については、甲及び甲の指定する者が行うものとし、搬送先において、甲の責任者 

が数量等を確認の上、これを引き取るものとする。また、必要に応じて、甲は乙に 

対して、甲が所有している物資の搬送協力を求めることができるものとする。 

（物資の供給に係る経費の負担） 

第６条 乙の供給品の対価及び乙が運搬に従事した場合に要した経費は、甲が負担す 

るものとし、甲は、速やかにこれを支払うものとする。 

（供給品の価格等の決定） 

第７条 前条の規定により甲が負担すべき供給品の価格等は、乙が提出する供給確認 

書その他甲が指定する書類等に基づき、甲、乙協議の上、大規模災害発生時直前に 

おける適正価格をもって決定するものとする。 

（災害補償） 

第８条 第５条の規定により搬送に従事した者が当該業務により、負傷し、若しくは 

疾病にかかり、又は死亡した場合の補償は、労働災害補償保険法（昭和２２年法律 

第５０号）により行うものとする。 

２ 乙は前項の事実が発生したときは、速やかにその状況を書面により甲に報告する 

ものする。
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（損害賠償等） 

第９条 第５条の規定により乙が運搬に協力した場合において、乙が運搬に使用した 

車両等の機材に損害が生じたときは、当該損害が運搬従事者以外の者の行為であっ 

て、当該運搬従事者以外の者から損害賠償を受けることができる場合又は運搬従事 

者の故意若しくは重大な過失による場合を除き、甲は、その賠償の責めを負うもの 

とする。 

２ 運搬による供給品に損害が生じたときは、乙が同等品を甲に補塡するものとする。 

（広域的な支援体制整備） 

第１０条 乙は、他の生活協同組合等との間の連携を強化し、災害時における生活協 

同組合間相互支援の協定等、広域的な支援が受けられる体制の整備に努めるものと 

する。 

（報告） 

第１１条 この協定の確実な実行のために、甲は、乙に対して、その在庫品目、数量 

等について報告を求めることができるものとする。 

（変更及び廃止） 

第１２条 乙は、名称等を変更し又は閉店等、災害活動場所としての機能を廃止した 

ときは、速やかにその旨を甲に通知しなければならない。 

（連絡責任者） 

第１３条 この協定に関する連絡責任者は、以下のとおりとする。 

(1)甲：鳥羽市総務課副参事（防災危機管理担当） 

(2)乙：生活協同組合コープみえ 伊勢センター長 

（有効期間） 

第１４条 この協定の有効期間は、本協定の締結日から1 年間とする。ただし、有効 

期間満了の日前１か月までに、甲又は乙から何らかの意思表示がないときは、当該 

有効期間満了の日の翌日から更に１年間延長されたものとみなす。その後において 

も、同様とする。 

（疑義等の決定） 

第１５条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義等の生じた事項につ 

いては、必要に応じ、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自そ 

の１通を保有するものとする。 

 

令和４年３月９日 

           甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

             鳥羽市 

             鳥羽市長 中村 欣一郎 

           乙 三重県津市羽所町３７９番地 

             生活協同組合コープみえ 

             理事長 鈴木 稔彦 
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第１号様式（第２条関係） 

 

年  月  日 

 

 生活協同組合コープみえ 

             様 

 

                          鳥羽市長 

 

 

供 給 要 請 書 

 

   年  月  日付け「災害時における物資の調達及び供給に関する協定書」第２条に 

より、次のとおり物資の供給を要請します。 

 

供給品（商品）名 数 量 搬 送 先 備 考 
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第２号様式（第３条関係） 

 

供 給 確 認 書 

 

 

    年   月   日付け   第   号の供給要請書により、次の物資を出荷したこ

とを確認します。 

 

    年   月   日 

 

                    供給者の所在地 

                    供 給 者 名 称 

                    代  表  者 

 

 

供給品（商品）名 数 量 搬 送 先 備 考 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

                     上記のとおり供給を受けたことを確認します。 

                        鳥羽市   確認者氏名 
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協定-73 地震・津波・風水害等の災害応急工事に関する協定書 
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協定-74 災害時や感染症まん延時における応急生活物資の供給等に関する協定書 
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別表（第３条関係） 

    

応急生活物資 

品目 

紙おむつ 

生理用品 

ティッシュ 

濡れティッシュ 

トイレットペーパー 

粉ミルク 

液体ミルク 

ほ乳びん 

離乳食 

マスク 

体温計（腋下型、非接触型） 

消毒薬 

医薬品 
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別記様式（第４条関係） 

年  月  日 

 

 

物資の調達要請書 

 

 

中北薬品株式会社  御中 

鳥羽市長     

 

１．物資搬入日時 

年  月  日  時  分に納品 

２．物資の搬入先 

場所              名称            

 

３．災害の状況（災害による道路等損壊状況等） 

 

４．物資の種類 

  

 

 

 

 

 

５．現場責任者等 

【鳥羽市の現場責任者】 

所属             氏名          

 

電話           

 

【鳥羽市の連絡担当者 】 

所属                      氏名                   

 

電話                    

 

６．その他必要な事項 

 

品目 数量 

  

  

  

  



- 252 - 

 

協定-75(1) 災害時の歯科口腔医療救護活動に関する協定 

 

 鳥羽市（以下「甲」という。）と一般社団法人 鳥羽志摩歯科医師会（以下「乙」という。）と

は、市内で大規模な災害が発生した場合の歯科口腔医療救護活動（以下「医療救護活動」という。）

に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲が行う災害時における医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項

を定めるものとする。 

 

（災害時歯科口腔医療救護計画の策定及び提出） 

第２条 乙は、歯科口腔医療救護班（以下「医療救護班」という。）による医療救護活動を実施す

るため、災害時歯科口腔医療救護計画（以下「医療救護計画」という。）を策定し、甲に提出す

るものとする。 

２ 乙は、医療救護計画の内容を変更したときは、変更事項を速やかに甲に提出するものとする。 

 

（医療救護班の派遣） 

第３条 甲は、医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、乙に対し医療救護班の派遣を要請

するものとする。 

２ 乙は、前項の要請を受けたときは、速やかに医療救護班を甲が指定する救護所、避難所（以

下、「救護所等」という。）に派遣するものとする。 

３ 甲は、乙に対し医療救護班の派遣を要請するときは、次の事項を示した文書又は口頭等によ

り行うものとする。 

(1) 災害発生時の日時及び場所 

(2) 災害の原因及び状況 

(3) 出動に要する人数及び必要となる医薬品、資器材等 

(4) その他必要事項 

 

（医療救護班の輸送） 

第４条 医療救護班は、原則としてタクシー等の交通機関又は班員の所有する車両等により、救

護所等へ直行するものとする。ただし、災害の状況等により前段が困難であるときは、甲の調

達する車両等を活用して救護所等へ行くものとする。 

 

（医療救護班の業務） 

第５条 医療救護班の業務は、次のとおりとする。 

(1) 歯科口腔傷病者に対する応急処置 

(2) 歯科口腔傷病者の収容医療機関への搬送の要否及び転送順位の決定 

(3) 検視・検案への協力 

(4) その他状況に応じた処置 

 

（指揮命令） 

第６条 医療救護班に係る指揮命令は、乙の医療救護計画に基づき乙が行うものとする。 

 

（連絡調整） 

第７条 医療救護班の医療救護活動に係る連絡調整は、甲及び乙の指定する者が協議して行うも

のとする。
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（医薬品等） 

第８条 医療救護活動に必要な医薬品、医療材料等は、原則として乙が携行又は調達する。ただ

し、乙から要請があった場合は甲が調達する。 

２ 救護所等での必要な物資の調達は、甲が行うものとする。 

 

（医療費） 

第９条 救護所等における応急的な医療救護活動は、原則として無償で行うものとする。 

２ 収容医療機関における医療に係る医療費は、原則として傷病者の負担とする。 

 

（費用弁償等） 

第 10条 甲の要請に基づき、乙が医療救護活動を実施した場合に要する次に掲げる費用は、甲が

負担する。 

 (1) 医療救護班の派遣に要する費用弁償 

  (2) 医療救護班が携行し、又は調達し、医療救護活動のために使用した医薬品、医療材料等

の実費弁償 

  (3) 医療救護班が携行した医療材料等が滅失損傷した場合の実費弁償 

(4) 医療救護班が公共交通機関等を利用した場合の実費弁償 

 

（災害補償） 

第 11条 甲の要請に基づき、乙が派遣した医療救護班員が、医療救護活動に従事し、又は防災訓

練に参加している間、及び救護所等との往復の途上において、負傷し、疾病にかかり、又は死

亡した場合は、災害救助法（昭和 22年法律第 118号）の規程に準ずるものとする。 

 

（医事紛争の処理） 

第 12 条 この協定に基づき実施した医療救護活動に関して、患者との間に医事紛争が生じた場

合、甲は責任をもってその処理に当たり、乙又は従事班員に求償しないものとする。 

 

（災害救助法との関係） 

第 13 条 災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）による指定を受けた場合は、本協定は指定日よ

り災害救助法の定めるところによる。 

 

（細則） 

第 14条 この協定を実施するために必要な事項については、別に定める。 

 

（協議） 

第 15条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義が生じた事項については、甲、乙が

協議して定める。 

 

（協定の期間） 

第 16条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という）は、協定成立の日から令和５年３月 31

日までとする。ただし、この協定期間の満了する１月前までに、甲又は乙から協定を更新しな

い旨の意思表示がない場合は、協定期間満了の日の翌日から更に１年間更新するものとし、以

後においても同様とする。
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 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を保有

するものとする。 

 

 

令和 ４年 １１月  １日 

 

 

 

   甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

     鳥羽市  

鳥羽市長 中村 欣一郎  

 

 

乙 三重県志摩市阿児町鵜方 3136番地 21 

     一般社団法人 鳥羽志摩歯科医師会 

会 長  山 本 修 



- 255 - 

 

協定-75(2) 災害時の歯科口腔医療救護活動に関する協定書実施細目 

 

鳥羽市（以下「甲」という。）と一般社団法人鳥羽志摩歯科医師会（以下「乙」という。）

とは、令和４年 11 月１日付けをもって締結した「災害時の歯科口腔医療救護活動（以下「医

療救護活動」という。）に関する協定書」（以下「協定書」という。）第 14 条の規定に基づき、

実施細目を次のとおり定める。 

（派遣を要する災害の程度） 

第１条 協定書第３条第１項に規定する「医療救護活動を実施する必要が生じた場合」とは、

集団的に多数の傷病者が発生している場合とする。 

（派遣要請） 

第２条 協定書第３条第１項に規定する派遣要請は、鳥羽市長から一般社団法人鳥羽志摩歯

科医 師会長に対して行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ないと判断されるときは、次条で定める甲の

指定する連絡調整責任者から乙の指定する連絡調整責任者に直接派遣要請をすることが

できるものとする。 

（連絡調整責任者） 

第３条 協定書第７条に規定する連絡調整を行うにあたり、甲及び乙の指定する者は、次の

とおりとする。 

 甲の指定する者     鳥羽市健康福祉課長 

 乙の指定する者     鳥羽志摩歯科医師会会長 

（緊急連絡網の整備） 

第４条 甲及び乙は、協定書第３条に規定する医療救護活動の要請及び実施を迅速、かつ、

円滑に行うため緊急連絡網を整備し、相互に共有するものとする。 

（連絡調整事項） 

第５条 協定書第７条に規定する連絡調整事項は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 歯科口腔医療救護班（以下「医療救護班」という。）の編成に関すること 

(2) 医療救護班の移動に関すること 

(3) 医薬品及び医療材料に関すること 

(4) その他医療救護活動に関すること 

（医療救護班の編成） 

第６条 医療救護班の編成は、１班あたり歯科医師１人程度、歯科衛生士１人程度、医療従

事者その他補助要員１人程度により構成する。 

２ 班長は歯科医師が行う。 

（医療救護活動の実施場所） 

第７条 医療救護班は、甲が指定する救護所等において、協定書第５条に規定する業務にあ

たるものとする。 

（医療救護活動従事者の費用弁償） 

第８条 協定書第 10 条第１号に規定する医療救護活動に従事する者に対する費用弁償の額

は、鳥羽市休日・夜間応急診療所の従事者に支給する報償金の額を準用する。  
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（費用弁償等の請求） 

第９条 協定書第 10 条に規定する費用弁償等の請求の手続きは、次の各号の定めるところに

よる。 

(1) 第１号の場合 

医療救護班派遣費用弁償請求書（様式第 1 号）に、各医療救護班ごとの医療救護活

動報告書（様式第１－1 号）を添付して請求する。 

(2) 第２号の場合 

医療救護活動実費弁償請求書（様式第 2 号）に、医薬品、医療材料等使用報告書（様

式第 2－1 号）を添付して請求する。 

(3) 第３号の場合 

医療救護活動実費弁償請求書（様式第 2 号）に、物品等損害報告書（様式第 2－2 号）

を添えて請求する。 

(4) 第４号の場合 

交通機関等利用実費弁償請求書（様式第 3 号）により請求する。 

２ 乙は、医療救護活動を実施したときは、活動終了後、速やかに前項に規定する書類を取

りまとめ、甲に請求するものとする。 

３ 甲は、乙から請求を受理したときは、速やかに支払うものとする。 

（事故報告） 

第 10 条 協定書第 11 条の規定に該当する事故が発生した場合は、乙は、速やかに事故報告

書（様式第４号）に、事故傷病（死亡）者概要（様式第５号）を添えて甲に提出するものと

する。 

（通信施設の整備） 

第 11 条 甲は、乙との連絡体制を迅速、かつ、円滑に実施するため、救護所にデジタル簡易

無線機等の通信機器を配備するよう努めるものとする。 

 

この実施細目の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自１通を

保有するものとする。 

 

 

令和 ４年 １１月 １日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目 1 番 1 号 

  鳥羽市 

鳥羽市長 中村 欣一郎 

 

 

乙 三重県志摩市阿児町鵜方 3136 番地 21 

  一般社団法人 鳥羽志摩歯科医師会 

  会 長  山 本 修  
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様式第１号〔第９条関係〕 

 

医療救護班派遣費用弁償請求書 

 

年  月  日 

 

 

鳥羽市長          様 

 

 

所 在 地                       

団 体 名                     

代表者名                      ㊞  

 

 

 災害時の医療救護活動に関する班の派遣に要した費用について、以下のとおり請求

します。 

 

 

金          円 也 

 

〔請求内訳〕 

実  施  日  

実 施 場 所  

派遣班名及び人員 班          人 

派 遣 内 訳 

職   種 派 遣 人 員 派 遣 人 件 費 

歯科医師 人 円 

 人 円 

 人 円 

計 人 円 

※ 医療救護活動報告書を添付してください。 
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様式第１－１号〔第９条関係〕 

 

医 療 救 護 活 動 報 告 書 

災害発生日 
年  月  

日 

覚知  

時刻 

年  月  日  

午前・午後   時  分 

覚知 

方法 
 

災害発生場所  

医
療
救
護
班
員
内
訳 

班 名  

歯科医師名    

その他 

要員名 

   

   

活  

 

 

動 

 

 

内 

 

 

容 

 

 

等 

活動時間 月  日  時  分～  月  日  時  分 
出動 

方法 
 

活動場所  

(具体的な活動内容及び特記事項) 

※ 医療救護班ごとに記入してください。 
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様式第２号〔第９条関係〕 

 

医療救護活動実費弁償請求書 

 

年  月  日 

 

 

  

鳥羽市長          様 

 

 

所 在 地                      

団 体 名                      

代表者名                     ㊞  

 

 

医療救護活動において使用した医薬品、医療材料等及び損傷した医療材料等の費

用について、下記のとおり請求します。 

 

 

金          円 也 

 

〔請求内訳〕 

実  施  日       年    月    日 

実 施 場 所  

使用医薬品、医療材料等 品目 円 

損傷医療材料等 件 円 

 

① 使用医薬品、医療材料等については、使用報告書を添付してください。 

② 損傷医療材料等については、物品損傷報告書を添付してください。  
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様式第２－１号〔第９条関係〕 

 

医薬品・医療材料等使用報告書 

 

年  月  日 

班 名             班 

 

品  名 規 格 数 量 
薬 価 基 準 

単 価 金 額 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※品名欄は、医薬品、医療材料等の品名または種類を記入してください。 
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様式第２－２号〔第９条関係〕 

 

物 品 等 損 害 報 告 書 

班 名             班 

物 品 等 名 損 害 の 程 度 数量 
単 価 

（円） 

金  額 

（円） 
備  考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

年  月  日現在  合計金額          円 

※留意事項 

１ 損害の程度欄は、使用不能等具体的に記入してください。 

２ 備考欄は、損害等の原因その他参考事項を記入してください。 
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様式第３号〔第９条関係〕 

 

交通機関等利用実費弁償請求書 

 

 災害医療救護活動のため医療救護班が救護所に直行するにあたり、利用した交通

機関等に要した費用明細を以下のとおり提出します。 

医療救護活動 

実施日 
年   月   日 

医療救護活動 

実施場所 
 

利 

 

用 

 

形 

 

態 

 

別 

 

経 

 

費 

 

内 

 

訳 

交通機関 
利用者

数 
利用区間 積算基礎 金額（円） 備考 

タクシー 

     

     

     

     

     

私用車等 

     

     

     

     

     

公共交通 

機関 

     

     

     

     

     

※ 留意事項 

・公共交通機関の備考欄は、JR、近鉄、バス等の種別を記入してください。 

・私用車等の利用にあたっては、燃料費に換算して積算してください。 

 換算額の算定にあたっては、１ｋｍあたり３０円としてください。 
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様式第４号〔第１０条関係〕 

 

事  故  報  告  書 

 

年   月   日 

 

 

鳥羽市長          様 

 

 

所 在 地                         

団 体 名                         

代表者名                        ㊞  

 

 

 

 

  年   月   日から   年   月   日までにおける災害時医

療救護活動において、別紙のとおり事故（ 傷病 ・ 死亡 ）者が発生したの

で報告します。 
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様式第５号〔第１０条関係〕 

 

事故傷病（死亡）者概要 

氏 名  性別 男・女 年齢 歳  

住所   

職業  勤務先  
所属医療 

救護班名 
 

傷病名  程度 重傷 中等症 軽症 

外来・入院 

（  月  日） 

診療（入院）医療機関

名 
 

傷病の 

場合 

受傷（発病）日時 
  年  月  日（  ） 午前・午後   時  

分 

受傷（発病）場所  

死亡の 

場合 

死亡日時 
    年  月  日（  ） 午前・午後   時  

分 

死亡場所  

死亡原因  

受傷（発病）・死亡時の状況 
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協定-76 災害時における無人航空機による情報収集等に関する協定書 

鳥羽市（以下「甲」という。）とドローンスクール＆アグリワークス（以下「乙」と

いう。）は、災害時における無人航空機による情報収集等に関して、次のとおり協定を

締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、鳥羽市内で災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以

下「災害時」という。）において、無人航空機を利用して被災状況等の情報を収集す

ることを目的とする。 

 

（対象とする災害） 

第２条 この協定において「災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）

第２条第１号に規定する災害をいう。 

 

（協力要請） 

第３条 災害時等において、甲は乙に対し、次の業務について協力を要請することが

できる。 

（１）無人航空機による被災状況等の画像・動画撮影およびデータ提供。 

（２）無人航空機の利活用に関する情報提供。 

（３）甲が実施する防災訓練等への参加。 

（４）その他、必要と認められる事項。 

２ 協力の要請は、協力要請書（別記様式第１号）により行うものとする。ただし、

緊急を要する場合は、電話等により要請することができるものとし、事後速やかに

当該要請書を提出するものとする。 

３ 業務の実施場所及び期間等は、協力要請書（別記様式第１号）によるものとする。 

 

（業務の実施） 

第４条 乙は、前条の規定による協力要請があり、業務従事者の生命や身体の安全が

確保できる場合及び無人航空機が安全に飛行できると判断される場合は要請に応

じるものとし、速やかに業務を実施する。 

２ 乙は、甲からの協力要請に応じた後においても、乙がやむを得ないと判断した場

合には業務を中断又は中止することができる。なお、業務を中断又は中止した場合

は、電話等により速やかに甲へ通知するものとする。 

３ 乙は、業務の実施に当たっては、必要な保険（損害賠償等）に加入している無人

航空機を使用するものとし、無人航空機が業務の実施中に破損、紛失し、又は第三

者に損害を生じさせた場合は、乙が加入する保険により対応するものとする。 

４ 業務の実施に際しては、関係法令を遵守するものとする。 

 

（費用の請求） 

第５条 甲の要請に基づき乙が実施した業務の費用は、原則として甲が負担し、乙は

業務完了後に甲に費用を請求できるものとする。 

２ 前項に規定する費用については、災害発生直前における適正価格を基準として、

甲、乙協議の上、決定するものとする。 

３ 第３条第１項第２号に基づく情報提供及び同条同項第３号に基づく訓練への協
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力については、原則、無償とする。ただし、実費で必要となる費用については、事

前に甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

（権利の帰属） 

第６条 業務の実施によって得られた画像及び動画の所有権及び著作権は、原則とし

て甲に帰属するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第７条 乙並びに業務に参加した乙の構成員は、業務上知り得た甲又は第三者の秘密

を洩らしてはならない。乙の構成員で無くなった後も、また同様とする。 

 

（有効期間） 

第８条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から令和６年３月３１日までと

する。ただし、有効期間満了の日の１か月前までに、甲又は乙から何らかの意思表

示のないときは、当該有効期間満了の翌日から更に１年間更新されたものとみなす。

その後においても、同様とする。 

 

（疑義等の決定） 

第９条 この協定に定めのない事項又はこの協定に関し疑義の生じた事項について

は、必要に応じて、甲、乙協議の上、決定するものとする。 

 

 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その

１通を保有するものとする。 

 

 

令和５年１月６日 

 

甲 三重県鳥羽市鳥羽三丁目１番１号 

鳥羽市 

鳥羽市長  中村 欣一郎 

 

 

乙 三重県伊勢市御薗町高向５８８-１ 

ドローンスクール＆アグリワークス 

校長 片岡 裕志 

 

 

 

 

 

 

 

（様式第１号） 
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 第    号 

年  月  日 

 

 

ドローンスクール＆アグリワーク

ス 

 

校長            様 

 

 

鳥羽市長          

 

 

協 力 要 請 書 
 

 

 災害時における無人航空機による情報収集等に関する協定書に基づき、下記のとお

り協力を要請します。 

 

記 

 

１ 協力を要請する理由 

 

 

 

２ 要請期間  

        年   月   日 ～     年   月   日 

 

 

３ 業務実施場所 

 

 

４ 添付書類 

〈無人航空機飛行計画書等〉 

 

 

５ 連絡先 

  担当課・係名 

  担当者名 

  電話番号 

  ＦＡＸ番号 

  eMailアドレス 
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協定-77 三重県防災行政連絡所の管理運用に関する協定 
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協定-78 災害時における助産師による支援活動に関する協定書 
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協定-79 災害時等における宿泊施設等の提供に関する協定書 
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（第１号様式） 

連絡責任者報告書 

 

【鳥羽市】 

担 当 課  

担 当 者  

住 所  

電話番号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

E-mail アドレス  

     

 

【鳥羽旅館組合】 

担 当 係  

担 当 者  

住 所  

電話番号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

E-mail アドレス  

時 

間 

外 

連 

絡 

先 

第１連絡者 

理事長 

施設名 職氏名 連絡先 

 

 

  

第２連絡者 

副理事長 

施設名 職氏名 連絡先 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

第３連絡者 

専 務 

施設名 職氏名 連絡先 
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（第２号様式） 

鳥 総 第   号 

年  月  日 

 

 

鳥羽旅館事業協同組合 理事長 様 

 

 

鳥羽市長 

 

 

宿泊施設提供要請書 

 

 

災害時における宿泊施設等の提供に関する協定第３条第１項に基づき、宿泊施設等の提供に

ついて、次のとおり協力を要請します。 

 

業務の内容 

□宿泊施設の提供 

□入浴施設の提供 

□食事の提供 

□避難者の名簿管理 

□連絡や情報、物資管理の窓口となる施設連絡責任者の設置 

□その他（                     ） 

期  間 年    月    日 ～    年    月    日 

人  数  

備  考  

 

要請担当者 所属                

職・氏名              

連絡先               
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（第３号様式） 

年  月  日 

 

 

鳥羽市長  様 

 

 

鳥羽旅館事業協同組合 

理事長   

 

 

宿泊施設対応結果報告書 

 

要請のあった宿泊施設等の提供について、災害時における宿泊施設等の提供に関する協定第

４条に基づき、次のとおり報告します。 

 

 

組合員 

（施設名） 

担当者氏名 

(連絡先) 

受入可能 

人数・部屋数 
受入可能期間 

移

送 

備考 

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

 年  月  日～ 

年  月  日 

  

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

年  月  日～ 

年  月  日 

  

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

年  月  日～ 

年  月  日 

  

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

年  月  日～ 

年  月  日 

  

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

年  月  日～ 

年  月  日 

  

 

 

 

℡ 

人 

部屋 

年  月  日～ 

年  月  日 

  

注：「移送」欄には、利用者を被災地から移送することが可能な場合に「○」を記載する。 

 

 

 

報告担当者 所属                

職・氏名              

連絡先              
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協定-80 災害時等における物資の確保及び供給に関する協定書 
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協定-81 災害時における医療材料等の供給に関する協定書 
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協定-82 緊急時解放備蓄型自販機に関する覚書 
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協定-83(1) 災害時等における宿泊施設等の提供に係る協定 
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協定-83(2) 災害時等における宿泊施設等の提供に係る協定 
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協定-84 鳥羽市の地域と学校の連携による安全の推進に関する協定 
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協定-85 防災・防犯自動販売機に関する協定 
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